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資料10

第１　府民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

１　技術支援の実施及び知見の提供
事業者、行政、地域社会への技術支援及び知見の提供等を研究所が提供するサービスの主たるものと位置づけ、以下のとおり取り組む。

（１）事業者に対する技術支援及び知見の提供
①事業者への技術支援
農林水産業者、民間企業等の事業者を以下のとおり支援する。
a. 技術相談への対応等
b. 受託研究・共同研究の実施
c. 依頼試験の実施
d. 試験機器・施設の提供
e. 製品化・商品化やＰＲに係る支援
f. 事業者団体等への支援
【数値目標】（新）
環境・農林水産及び食品産業に係る事業者の技術課題等の相談対応は中期目標期間の合計で1,200件以上とする。
【数値目標】（新）
試験機器・施設の提供件数を中期目標期間の合計で120件以上とする。
【数値目標】（第１期より継続）
受託研究利用者を対象としたアンケート調査を実施し、利用者（クライアント）の総合評価の中期目標期間における平均値が4以上（5段階評価）となるようにする。

②知見の提供
研究所が集積した知見や専門的な情報を、セミナー・講習会等の実施やホームページ等による情報発信など多様な機会・媒体を通じて、事業者にわかりやすく提供する。

（２）行政への対応
①行政課題への技術支援
「環境の保全・創造」や「安全で豊かな食や地域特性に応じた農林水産業の振興・活性化」に係る府の課題解決や施策の推進に必要な支援を以下のとおり行う。
a. 技術相談への対応等
b. 行政依頼による調査及び試験研究（以下「調査研究」）の実施
c. 現地技術指導
d. 依頼検体等の分析
e. その他府が必要とする技術支援 
なお、行政依頼による調査研究については、試験研究推進会議を府と共同で開催・運営し、行政の施策目的（アウトカム）に基づく課題の目標（アウトプット）を行政と研究所で共有し、優先順位をつけて実施する。また、全国的に共通する課題や府県域を超えた対応を求められる課題については、国や大学、他の研究機関などと共同で調査研究に取り組む。
【数値目標】(新)
行政からの技術課題に関する相談対応を中期目標期間の合計で1,300件以上実施する。
【数値目標】（第１期より継続）
府からの依頼による調査研究課題については、行政評価を受け、その総合評価（4段階評価）の中期目標期間における平均値が3以上となるようにする。

②危機管理及び緊急時対応
環境及び農林水産業に係る府の緊急時対応を技術的に支援するため、災害時及び事故時等における状況調査・環境分析や農産物の病害虫等の緊急診断、魚病診断、貝毒プランクトンの分析等を行う。また、将来的に深刻化するおそれのある環境汚染に係る調査研究や農林水産業に影響を及ぼす可能性のある新病害虫の情報収集などの危機管理の取組も実施する。

③知見の提供
府や府内市町村の技術力向上のため、研修会の実施や講師派遣等を行う。また、市町村等が実施する各種委員会への委員の派遣や、国や府が実施する国際協力事業に係る視察受け入れや研修、専門家の派遣にも積極的に対応する。

④農業大学校の運営
6次産業化等にも対応可能な大阪農業の新たな担い手や、農の成長産業化を支える農業指導者等の人材を育成するため、農業大学校を運営するとともに、その他、府の行う農の担い手育成に係る施策に積極的に協力する。
【数値目標】（新）
農業大学校卒業生の農業関係就職率は、中期目標期間の平均で75％以上を目指す。

（３）地域社会への貢献
①地域社会への技術支援
研究所が集積した専門的な知識や知見、これまでの地域支援の経験を活かし、地域の環境や生物多様性の保全活動、農林水産業を活用した福祉活動などに取り組む市町村や市民団体、企業等の支援を行う。技術課題の解決支援のほか、それらの団体が行う勉強会・イベントへの講師派遣、学校等からの依頼による研修等受け入れなどを行う。

②府民への広報活動
研究所の取り組みや成果・知見を府民に分かりやすく発信するため、イベント・セミナー等の開催や出展、ホームページや報道機関を通じての情報発信、普及啓発のための資料作成を実施する。
また、学会誌等に掲載された研究所の論文等も、ホームページに概要を掲載するなど府民にわかりやすい発信に努める。
【数値目標】（第一期中期計画より継続、数値は増）
報道資料提供は、中期目標期間の合計で160件以上行う。

２　調査研究能力の向上
地域における多様な技術ニーズを、生産現場や行政との連携によりきめ細かく把握するとともに、最新の技術情報や技術動向など幅広い情報を積極的に集積することで、ニーズに直結した質の高い調査研究を実施する。なお、調査研究の実施にあたっては、環境分野と農林水産分野が融合した総合研究所である特長を最大限に活かして取組む。
【数値目標】（第１期より継続）
調査研究の質を向上させ、その成果を発信するため、調査研究に係る学術論文件数と学会等発表件数の合計は、中期目標期間において400件以上とする。

（１）技術ニーズの把握と知見の集積
事業者の技術ニーズや府の行政ニーズは、聞取調査、技術相談や意見交換等を通じて、きめ細かく把握する。また、最新の技術情報や技術動向など幅広い情報を集積するため、学会や公設試験研究機関ネットワーク、国などが実施するセミナー等を通じて情報収集を行う。これらの取り組みにより得られた情報は、業務に適切に反映させる。

（２）質の高い調査研究の実施
①調査研究の推進
調査研究の実施にあたっては、府の行政ニーズに対する位置づけ、緊急性、実用性や事業化の可能性、公設試験研究機関として求められている継続性等の観点から、調査研究課題を、戦略研究課題、重点研究課題、挑戦研究課題及び基盤調査研究課題の４つに分類し、施策目的（アウトカム）と課題の目標（アウトプット）とを明確にして、実施する。詳細は以下のとおり。
Ａ 戦略研究課題
重要施策の実現に必要であり、分野横断的な調査研究と府民や受益者への技術支援が必要な課題
（取組内容　※府と調整中）
・府域の地球温暖化対策に係る調査研究及び技術支援　☆
・６次産業化に係る調査研究及び技術支援　☆
Ｂ 重点研究課題
重要施策の実現に必要で緊急性が高い、あるいは実用化・事業化が期待できる調査研究課題 
（取組内容　※府と調整中）
・良好な大気環境を確保するための調査研究　
・安全・安心な特産農産物生産に向けた調査研究　
・森林保全と緑化に係る調査研究　
・大阪湾の栄養塩適正管理に向けた調査研究　☆
Ｃ 挑戦研究課題
先導的な役割を担う調査研究課題や新たな試みで地域社会への貢献が期待できる調査研究課題
（取組内容　※府と調整中）
・新たな環境汚染に係る調査研究
・循環型社会形成のための調査研究
・大阪特産農産物のブランド創生のための調査研究
Ｄ 基盤調査研究課題
地域の技術ニーズに根差す調査研究課題や公的試験研究機関として継続して取組む必要のある調査研究課題
（取組内容　※府と調整中）
・府域の化学物質等環境汚染物質に関する調査研究
・農林水産業の振興と安全・安心等に係る調査研究　☆
・みどり環境保全等に係る調査研究

②調査研究資金の確保
外部研究資金等の獲得に向け、以下の取組を行う。
a. 外部研究資金の募集情報の収集
b. 外部有識者による指導・助言を得ること等
c. 競争的資金獲得のための実現可能性調査（フィージビリティスタディ）の実施
d. 他の研究機関とのネットワーク構築
【数値目標】（新）
各年度の外部研究資金への応募件数と外部資金による調査研究の実施件数の合計は75件以上とする。

③調査研究の評価
調査研究は、依頼者、クライアント別に以下の評価を受ける。
a 事業者支援に係る調査研究
受託研究利用者のクライアント評価
b 行政依頼課題の調査研究
大阪府環境農林水産部長、室課長による行政評価
c 外部研究資金で実施する調査研究
大学・研究機関等の外部有識者による研究アドバイザリー委員会評価
なお、これらの評価は、必要に応じて立案・中間・完了・事後などの段階で実施することとし、調査研究対象の選定、計画立案、進捗管理、成果普及活動等に適切に反映させる。また、府、外部有識者などの意見を踏まえて、研究成果のうち、行政・普及機関、生産者、民間企業にとって特に有用なものを「主要成果」として選定し、広く成果の還元に努める。
【数値目標】（新）
外部有識者による調査研究課題に対する評価（4段階評価）の総合評価について、中期目標期間における平均値が3以上となるようにする。 

（３）連携による業務の質の向上
①多様なニーズの把握と評価
環境・農林水産業及び食品産業関連の事業者団体や金融機関、行政と積極的に連携・交流し、共催イベントの実施や情報発信での連携など様々な取組によって事業者の技術ニーズの収集において充実を図る。併せて、研究所が行う事業者支援の取組方法やその改善策について意見交換を行う。
②他の研究機関との協同
大学、他の試験研究機関等との共同事業体（コンソーシアム）結成や連携協定を利用して、課題解決に向けた調査研究や成果普及に協同で取り組む。さらに、研究所の業務の質を向上するため、他府県との連携を活用して、情報交換・技術の相互利用などを行う。

（４）調査研究成果の利活用
①調査研究成果の普及
研究所がその調査研究を通じて得た知見、技術及び優良品種等について、府と連携して広報を行うとともに、府の事業等を通じて普及に努める。
②知的財産権の取得・活用
調査研究を通じて得た知見、技術のうち、商品化が期待される研究成果や技術の独占防止が必要なものなど保護すべきものは、研究所の知的財産ポリシーに基づき、知的財産権の取得を行う。また、保有する知的財産については、社会の中で広く活用されるよう、積極的な広報等を行う。

第２　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
１　業務運営の改善
（１）自律的な業務運営
理事長のマネジメントのもと、自主的な経営判断に基づく機動的な運営を行い、重要な分野や業務に経営資源を集中する。そのために、必要な組織体制や業務運営の見直しを行う。

（２）業務の効率化
文書決裁や事務処理の簡素化・合理化の可能性について定期的に検討するとともに、業務の内容や性質などを考慮して、作業手順のマニュアル化など業務の標準化を進める。

２　組織運営の改善
（１）優秀な人材の確保
長期的な展望に立った職員配置計画の基づき、多様な雇用形態の運用など法人化の特性を活かして、優秀な人材を確保する。職員の採用にあたっては、ホームページ等を活用し、広く募集を行うとともに、職場の特長や魅力を日頃からＰＲし、多くの応募者の獲得に努める。
（２）人材の育成
①研修制度の運用
第1期中期目標期間に定めた職員育成計画に基づき、職員研修を実施する。また、組織としての技術力・研究力・事務処理能力を将来にわたって維持するため、自己研鑽の支援及び職場内指導の充実に取り組む。
②人事評価制度の運用
職員の職務能力及び勤務意欲の向上を促すため、第1期中期目標期間に定めた人事評価制度を運用する。
③職員へのインセンティブ
職員表彰の制度等を活用して、職員の業務に対する意欲向上や目標達成のための動機づけ（インセンティブ）を行う。
④職場環境の整備による多様な人材の確保・育成
適切な職場環境を整備し、すべての職員が活躍できる職場づくりに努める。特に職員が妊娠、出産、育児に際して、安心して働けるよう支援を行う。

（３）効果的な人員配置
職員が能力・専門性を最大限に発揮し、研究所の業務運営が効率的に実施できるよう人員を配置する。また、弾力的な人員配置を通じ、業務体制の強化を図る。

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置
[bookmark: _GoBack]経費の執行状況を絶えず点検するとともに、職員研修などの機会を通じて、コスト意識を徹底し、経費を効率的に執行する。
また、自己収入の確保を図るため、受託研究や外部資金の獲得、知的財産の活用など様々な方途を検討し、公的試験研究機関としての使命をふまえた適切な範囲で、効率的に収入を得る。

第４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画
別紙のとおり。

第５ 短期借入金の限度額
１　短期借入金の限度額
５億円
２　想定される理由
運営費交付金の受入れ遅滞及び予見できなかった不測の事態の発生等により、緊急に支出をする必要が生じた際に借入することが想定される。

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画
（動愛Ｃ建設地のための敷地の譲渡について府と調整して記載）

第７ 剰余金の使途
決算において発生した剰余金のうち、業務の効率化等、経営努力により生じたものについては、職員の技術力・研究力の向上等調査研究体制の強化、及びそのための施設・設備の改善、その他研究所が必要と認める調査研究に要する経費に充てる。

第８ その他業務運営に関する事項
１　法令の遵守
職員研修などの機会を通じて、コンプライアンスの意識を徹底し、業務執行における中立性と公平性を確保する。特に調査研究については、不正行為防止のため、管理責任体制を構築し、内部監査や不正防止に関する研修などの取組を実施する。また、研究費について、不正使用防止計画を定め、研究費の適正な使用、管理及び監査体制に万全を期する。
２　労働安全衛生管理
職員が安全で快適な労働環境で業務に従事できるよう配慮する。また、第1期中期目標期間に定めた労働安全衛生管理体制を維持し、安全管理に係る研修の活用などにより事故等の発生を未然に防止するよう取り組む。
３　個人情報保護及び情報公開
個人情報、企業情報等の漏えい防止のため、大阪府個人情報保護条例（平成８年大阪府条例第２号）及び大阪府情報公開条例（平成11年大阪府条例第39号）に基づいて策定したセキュリティポリシーにより、適切な情報管理を行う。
４　環境に配慮した業務運営
環境マネジメントシステムを運用し、省エネルギー、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の推進など環境に配慮した運営に取り組む。
５　適正な料金設定
利用者のニーズ、他府県等のサービスの水準等を踏まえ、利用者に過度な負担とならないよう適正な料金設定を維持する。
６　施設及び設備機器の整備
適切な維持管理により、施設及び設備機器の長寿命化を図り、管理運営コストの縮減に努める。また、施設の整備に、中長期的な視点に立ち計画的に取り組む。特に、食とみどり技術センター本館・別館は、平成28年度中、水生生物センターは平成29年度中の竣工を目指し建替え整備を行う。
加えて、設備機器も、調査研究機能が陳腐化しないように計画的な整備と更新に取り組む。
７　資源の活用
知見や施設設備等研究所が有する資源を有効に活用し、市町村や事業者に対する技術指導・研修や講習会の実施、企業・教育機関等への場の提供等行う。

第９ 大阪府地方独立行政法人法施行細則（平成17年大阪府規則第30号）第４条で定める事項

１　施設及び設備に関する計画（平成28～31年度）
	施設・設備の内容
	予定額（百万円）
	財源

	食とみどり技術センター新築整備
	調整中
	施設整備費補助金

	水生生物センター新築整備
	調整中
	


備考
（１） 金額については見込みである。
（２）　各事業年度の財源の具体的金額は、各事業年度の予算編成過程で調整され、府議会において決定される。
２　人事に関する計画
（府と調整して記載）
３　中期目標の期間を超える債務負担
なし
４　積立金の処分に関する計画
（府と調整して記載）
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